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植民地幣制の起点 theTreaSUlッMinuteof 1825， 
について(上〉ー .ー...........・・・・-ー 本山美彦






























4) 黒沢清「公共企業体における資本概志 Ir実務会計』第2巻第2号， 1966年2月.40ヘー久





















5) 平山孝『鉄道財話Jl1933年.， 119へー ジ。










































仕 オム 晶 フロ 請 両
営業資本へ償還 101，662.165汽車運輸賃取立金 273，989.042
汽車運輸其外資本へ償還 1日0，638.308取各立ス金テ シ翠ン官業之者ヨリ 1，0日7.200
各ステージョン営業之者 1，007200 
ヨリ取立金同上 官舎宿代取立金 16.657 
官古宿代取立金向上 16.657 荷物置場並倉船貸料 102.094 
明2治月2158 年日 大但 蔵益宰 納金 173，452.828 
興業費償却





賞業資本へ回入 15，842.082 営 業 収 入 51.823.102 
但汽車運斬賃収入之分 前 年 ヨ リ 越 21，139.795 
回入残金大蔵省 納 30，UOO.000 汽車運輸賃収入 30，683，307 
但贋業費本遅償
入 出 建 ヨi 残 5，981，202 






Yr予走;'-~，，;)益企ヲ臥テ償却ス、キコト J (皆点 醍醐〉が明士(eされたことから，当時
すでに減価「錨却制の精神を汲み入れた法規的存したJ (北原信男「帝国鉄道の三勘定組織と減
































、、、~\\~、 項目 作 業 収
部局¥九---¥九¥一 興業費償還 営業費償還
東京横浜問鉄道 1，047，055.056 1，194，843.472 















































でもはっきりとったJ(石川達二郎「国鉄そ白財政的構造.!l1967年， 113ベー シ〕 と述べている
が，当昔話金が厩還資本→持有資本→固有資本F引酷がれた表示務式を考慮するならば形の
うえでもはっきりとった」と手放しに評するわけにはゆかない。
14) 鉄道省 r日本鉄道史』下帯， 1921年， 371ペ ジ，中川E左『帝国鉄道政情論.!l1928年， 178ベ
←ジ，北原，前掲論文" 10うベージ，平山孝藤11福衛『鉄道会計j19出年， 14ペー ジ。
15) 大草主省編纂，前掲書，第2巻， 604ベ 式
16) 本節日本文に掲記した明治39年法第1条における「従来出資シ[タル]金額ヲ以テ資本ト為γ
















































減 少 の 分 増 カ日 り 分
公債発行に対する差滅控除額 4，759，031 益 金 繰 入 130，叩7，'2.79
財の産価額の撤去，土地譲渡その他 19，859，855 資本勘定雑収入 1，763，151 
用品勘定過剰金繰入 3，497，868 
計 24，618，886 補充 費 決 算 額 5，442，民j日
差引増加額 123，886，174 公債買入償却差益 1，714 
土地譲受その他の価額 6，892，545 
E十 148，日)5，060




































24) 伊藤祐述「鉄道会計の思人」清水啓次郎編『吏通今昔物語~ 1933年， 148ベー ジ.



































年9月， 21ベ ク，日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』第lC巻， 51ふー -519ベー ジ。本書は減価
償却要不要論争とその帰結について，かなり詳嗣に記述しているが(第7巻， 1971年，4'叫 46号
へー ジ).特有資本編入会計の批判史については意識的な論Eがみあたらない。

























32) 33)上田貞次郎「官業会計法一新の急務Jr経済時論』第l巻第l号.1917年 l月， 15ベ ク@
34) 向上論文I 15-16ベーシ。
35) 向上論主ニ 16ベ ジB
36) 37)同上論文， 16ベジ。

























38) 鉄道省経理局主計課『帝国鉄道会計と減価償却J1941年， 103へ ジ。
39) 向上書， 103へ一三人
40) 41)向上書， 106ベ九




























42) 紙田千鶴雄『最新鉄道会計J[19SC年.， 18ベ ジ。
























































明治 26 36.1% 42.0% 
27 37.5 40.4 
28 36.9 39.3 
29 46.1 42.3 
30 49.2 45.0 
31 56.3 55.4 
32 47.1 49.9 
33 43.5 46.9 
34 4~.6 47.7 
35 47.3 48.6 
36 46.7 46.2 
37 41.4 45.8 
38 46.3 46.7 
39 51.4 51.0 
40 51.2 52.3 
41 53.7 51.9 
42 51.1 51.2 
43 48.4 47.9 
44 45.7 43.2※※ 
大正
45 46.3 48.1※※ 1 
2 48.1 44.4※※ 
3 51.0 42.2※※ 










47) 江村稔「公企業り資本と利益J W実務会計』第2巻第2号. 1966年 2用， 57~-!/o 






















48) 大野，前掲書" 185-~- S/ o 
49) 坂田期雄『地方公営企業.!l1973年、 202へ一三人
50) 51)掴場仁徳「公共企業体における資本の概念-NIIKの場合を中心に I ，実務会計』第2告
第2号， 1966年2月， 68ページ。





























57) 秩草篤二「公共企業体の資本構成とその問圏点ー 特に電電公社を中心として J ~.実務会計』
第2巻第2号， 1966年 2月. 49へージ.iこだ，これ以外にも設情柄。会， 1処理など重要な問題が
あるが，ここでは立ち入らない。
58) 堀場，前掲論丸 67ベージ。
40 (172) 第 120巻第3・4号
〔付記〕 図師民嘉「工部省鉄道会計条例主意書」は r日本鉄道史』上篇 r日
本国有鉄道百年史』第1巻に収録されているが，本稿で示した出典『工部省記録 鉄
道之部』巻35は，国鉄本社内鉄道図書室町好意により，閲覧D機会をえた，同図書室
所蔵の模写本〔マイクロフィノレム版〕である。
